１　地方税制の改正

地方税法の一部を改正する法律（平成19年法律第4号）等による改正
１　改正の趣旨

　　現下の経済・財政状況等を踏まえ、持続的な経済社会の活性化を実現するため所要の措置を講ずる。
２　主な改正点

(1)　 法人住民税・法人事業税
国際競争力強化の観点から、法人所得課税（地方税については、法人住民税及び法人事業税）における減価償却制度を見直す。


(2)　 都道府県民税配当割・都道府県民税株式等譲渡所得割
上場株式等の配当及び譲渡益に対する都道府県民税配当割及び都道府県民税株式等譲渡所得割に係る軽減税率を1年延長する。

(3)　 自動車取得税
電気自動車等の低公害車に係る自動車取得税の特例措置について、より環境負荷の小さい自動車に重点化するなど所要の見直しを行った上、適用期限を２年延長する。
	
	税率（軽減の内容）
	要件見直し

	電気自動車
	自家用５％⇒２.３％

営業用３％⇒０.３％
	―

	ＣＮＧ（圧縮天然ガス）自動車
	
	排出ガス要件を付加

	ハイブリッド自動車（バス・トラック）
	
	排出ガス・燃費要件を付加

	ハイブリッド自動車（乗用車）
	＜平成１９年度＞　自家用５％⇒３％

営業用３％⇒１％

＜平成２０年度＞　自家用５％⇒３.２％

営業用３％⇒１.２％

＜平成１８年度＞　自家用　２.８％

営業用　０.８％
	


※　メタノール自動車については、国内で販売されていないことから期限到来により廃止。

※　燃料電池自動車は、電気自動車に含まれる。

・上場株式等の配当


本則２０％（うち地方税５％）


	⇒軽減税率１０％（うち地方税３％）＜適用期限を平成２１年３月３１日まで１年延長＞


・上場株式等の譲渡益


本則２０％（うち地方税５％）


	⇒軽減税率１０％（うち地方税３％）＜適用期限を平成２０年１２月３１日まで１年延長＞





【現行】


・償却可能限度額⇒取得価額の９５％


・残存価額


　　⇒法定耐用年数の経過時点で取得価額の１０％


・償却方法⇒定額法又は定率法（選択制）








【改正案】


・償却可能限度額・残存価額⇒廃止


（法定耐用年数経過時点で備忘価額１円まで償却可能）





・償却方法⇒償却スピードを早めるため定率法を見直す








